2000年問題をめぐる新聞報道について　　　　　　　　中村祐司
　1ヵ月以前頃までは、2000年問題と聞いてもあまりピンとはこず、他人事のように聞き流していたが、この講義での題材探しで取り上げたところ、今では当時とはだいぶ認識が異なるようになった。学生のレポートの受け皿となるフレームを作成していた際、何だか自分のも作成して掲載してみたくなり、１ページほどではあるが、急遽、簡単に以下、インターネット上の新聞報道で面白いと思ったところをいくつか紹介していきたい。
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　各紙とも2000年問題についての取材は精力的に行っているようであるが、朝日新聞と毎日新聞の特集記事が質量ともに他の全国紙を凌駕しているようである。

朝日新聞で最初に目に付いたのは左図に関わる記事である。人工呼吸器やペースメーカに頼る重い病気の人々にとってはこうした医療危機の機能停止は生命と直結しているだけに、「大丈夫」という対応を聞きながらも一抹の不安はどうしても残るだろう。その他「新生児集中治療室」の機能停止が生じた場合など、出産を控えている人にとっても他人毎ではないことをこの記事は教えてくれた。（http://www.asahi.com/paper/y2k/toku/kensyou2.html　左図も同）

　「2000年問題、コンピュータが危ない」と題した7月9日付の対談記事も興味深いものであった。「海外では2000年問題をきっかけに、または口実にしたパニックは十分考えられる。」（夏井高人氏　明治大学教授）、「2000年問題は来年の1月1日に初めて出てくるわけではない。英国の機関が警告しているが、起こると考えられる故障の6割は年内に出てくる。年頭に出てくるのは、せいぜい全体の5％から10％にすぎない。」（公文俊平氏　国際大学教授）という指摘には、まさか治安上の問題や年内の問題発生はあまりないのではと思い込んでいただけに驚かされた。また、立法準備の段階ではあるがアメリカの「訴訟制限法」について、「特に米国では製造物責任を追求する集団訴訟が産業界から目の敵にされている。企業がそれに全部対応していたら、倒産してしまうから、損害賠償額の上限を決め、また、訴訟の前に和解交渉を義務づけることを目的とする法案だ。」（夏井氏）という指摘にもなるほどと思った。（http://www.asahi.com/paper/y2k/toku/touron.html）

2000年問題は企業にとっての死活問題となる可能性もあるのだ。
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　10月29日付の記事では、食料・水・電気・ガス、預貯金記録、現金引き出し、灯油・ガソリン、薬・医療機器、家電製品、電話・インターネット、旅行、悪質商法、コンピュータウイルス、中小企業対応に関わる政府の呼びかけがまとめられており参考になる。（http://www.asahi.com/paper/y2k/kiji/99102901.html）

「日本社会の先送り体質露呈」と題した10月26日付の濱田亜津子氏（システムエンジニア）へのインタビュ記事には教えられるところが多かった。濱田氏によれば、ウインドウズ95が５年前に出たという時期的な微妙さが2000年問題対応を中途半端にしている原因だという。政府の対応については「余り騒いでいないのは、ありがたい」とし、さらに、「コンピュータだから信用できるというわけではないのです。動かしているのは人間です。」「コンピュータの後ろに必ず人間がいることが忘れられています」と続けている。

（http://www.asahi.com/paper/y2k/kikaku/int_hamada.html　左図も同）。確かに宇大国際学研究科の院生も言っていたが、コンピュータ＝間違いなしという「錯覚」が当たり前のように受け入れられていることは考え方によっては恐いことだ。

　もう一つ、朝日新聞の記事で見過ごすことができないのが、12月9日付の「危機？デマ？ロシアの2000年問題」（http://www.asahi.com/paper/y2k/kiji/99120901.html）である。米国中央情報局（CIA）が議会での証言で「（ロシアにおいて）混乱が起こるのはほぼ確実」と名指しするほどであるのに対して、ロシアでは「西側ほどコンピュータ社会化していないから大丈夫」と応じ悠然と構えているという。逆に「米国の狙いはロシアの通信インフラの情報を取ること」「対策と称して、コンピュータウィルスを埋め込まれる恐れがある」といった「米国の陰謀説」が懸念されているという。また、一般のロシア人の関心は極めて低いとし、「『停電？　暖房ストップ？　いつものことだから』とあまり気にするふうはない」と書かれており、こうなってくるとどちらの対応が正解なのか分からなくなってくる。

　毎日新聞の記事も紹介しておこう。11月22日付の「『Y2Kで東京どうなった』をインターネット生中継」
（http://www.mainichi.co.jp/digital/y2k/kanren/199911/22.html）で面白かったのは世界的に東京の状況が注目されているということである。ニュージーランドから4時間遅れで、オーストラリアから2時間遅れで2000年に突入する日本は巨大都市東京を抱えているだけにどのような事態が生じるのかを伝達し、対策ととる政府間協力が進行中であるという。

　いずれにせよ、「自分のことは自分で決める」というのが、先の読めない2000年問題への対応の原則だろう。

